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(2006 年 1 月に実施)の結果から、 法人化による組織運営面の変化が政策的に意図した方向











海外においては、 大学ガバナンスと財務パフォーマンスの実証研究としては、 McCormick 
and Meiners(1989)、Brown(2001)などがある。McCormick and Meiners(1989)は、1971 年
に AAUP(American Association of University Professors)が加盟大学に対して行った、
大学の意思決定に関するサーベイ・データをもとに、大学の意思決定において教員コント
ロールが強くなることは、組織のパフォーマンスの低下に結びつくことを実証的に明らか

















                                                  
6 McCormick and Meiners(1989)、Brown(2001)において、説明変数として用いられた AAUP サーベイは、1
から 28 の意志決定項目がある。たとえば、任命・昇進・テニュア、カリキュラム、学部ガバナンス、組
織のガバナンス、財政上の意志決定、賞罰の意志決定などへの教員関与の水準(パーセンテージ)の項目が
用いられる。また、被説明変数には、Gourman Rating(Gourman 格付)、SAT score のようなランキング指
標が用いられている。それらを用いて重回帰分析を行っている。 






















Ⅱ－ⅰ  国立大学法人の運営に関する意志決定構造 












権限は学長選考会議が有し、 選任後は、 法人の申し出を受けて、 文部科学大臣が任命する。






























































                                                  
11 資料、冨浦(2006)より。  6

















































































次に、学外理事の割合の推移を見ると、2004 年から 2007 年にかけて増加していることが
                                                  








る。2008 年法人全体で、学外理事のうち産業界出身者約 26%、学校関係者約 35%、公益機関など約 22%、で
ある。それを、大学類型別にみると、産業界出身の割合は、人文系中心大学、理工系中心大学、医科大学の
順で高い。一方、監事は、2008 年で、産業界出身 26%、会計士や税理士 31%、公益機関など 22%、大学関係
25%である。本稿は、理事や監事の監視や助言の程度は、常勤か非常勤かという要因で決まるところが大き
いとして(業務時間)、常勤割合が大学運営に与える効果を推定する。  8
わかる。2004 年は約 24％だが、2007 年には約 34％に高まっている(＋10％)
14。 
さらに、常勤非常勤と学内・学外、両方の視点で理事会の構成をみると、常勤理事で学内
理事の割合が圧倒的に高い。2004 年から 2007 年にかけては、常勤学内理事割合は低下した
が、 それでも 2007 年で約 64％を占めている。 一方、 常勤学外理事の割合は、 2004 年から 2007







図表 2  理事組織構造の推移 
2004 2005 2006 2007
常勤理事 84.30% 84.87% 84.34% 85.60%
[333] [331] [334] [333]
〈3.92〉 〈3.89〉 〈3.93〉 〈3.92〉
非常勤理事 15.70% 15.13% 15.66% 14.40%
[62] [59] [62] [56]
〈0.73〉 〈0.69〉 〈0.73〉 〈0.66〉
学内理事 76.20% 71.28% 69.70% 65.81%
[301] [278] [276] [256]
〈3.54〉 〈3.27〉 〈3.25〉 〈3.01〉
学外理事 23.80% 28.72% 30.30% 34.19%
[94] [112] [120] [133]
〈1.11〉 〈1.32〉 〈1.41〉 〈1.56〉
常勤＊学内 75.19% 70.51% 68.43% 64.01%
[297] [275] [271] [249]
〈3.28〉 〈3.24〉 〈3.19〉 〈2.93〉
常勤＊学外 9.11% 14.36% 15.91% 21.59%
[36] [56] [63] [84]
〈0.42〉 〈0.66〉 〈0.74〉 〈0.99〉
非常勤＊学内 1.01% 0.77% 1.26% 1.80%
[4] [3] [5] [7]
〈0.05〉 〈0.04〉 〈0.06〉 〈0.08〉
非常勤＊学外 14.68% 14.36% 14.39% 12.60%
[58] [56] [57] [49]
〈0.68〉 〈0.66〉 〈0.67〉 〈0.58〉
 




                                                  
14 2008 年で大学類型別に平均理事数と学外理事の割合をみると、 旧帝国大学など大規模大学は、 平均 7 名の












































しかし、約 60％の法人は、会計業務を専門とする監事が配置されていない。各法人に 2 名の
監事が担当しているが、大学運営の改善には、財務面からの監査が重要であり、会計業務を
専門とする監事が 1 人は必要であろう。 
さらに、常勤・非常勤と専門性の視点から監事構成を評価すると、2004 年から 2007 年に
かけて、常勤で大学業務を専門とする監事の割合は低下し、常勤で組織業務の専門と会計業








図表 3  内部監査組織(監事)構造の推移 
2004 2005 2006 2007
勤務形態 常勤監事 34.71% 34.12% 31.76% 28.82%
[59] [58] [54] [49]
〈0.69〉 〈0.68〉 〈0.67〉 〈0.58〉
非常勤監事 65.29% 65.88% 68.24% 71.18%
[111] [112] [116] [121]
〈1.31〉 〈1.32〉 〈1.36〉 〈1.42〉
専門 大学業務 31.76% 31.76% 31.18% 30.00%
[54] [54] [53] [51]
組織業務 28.24% 28.24% 28.24% 28.24%
[48] [48] [48] [48]
会計業務 40.00% 40.00% 40.59% 41.76%
[68] [68] [69] [71]
勤務形態と専門 常勤＊大学 14.71% 14.12% 12.94% 9.41%
[25] [24] [22] [16]
常勤＊組織 15.88% 15.88% 14.12% 13.53%
[27] [27] [24] [23]
常勤＊会計 4.12% 4.12% 4.71% 5.88%
[7] [7] [8] [10]
非常勤＊大学 17.06% 17.65% 18.24% 20.59%
[29] [30] [31] [35]
非常勤＊組織 12.35% 12.35% 14.12% 14.71%
[21] [21] [24] [25]
非常勤＊会計 35.88% 35.88% 35.88% 35.88%
[61] [61] [61] [61]
 
注)対象は富山大学を除く 85 法人(推定と対応させた)。また、 ［］内の数値は、勤務形態は人数、専門、お
よび勤務形態と専門は法人数を表し、 〈〉 内の数値は 1 法人当たりの人数を表す。 監事は、 1 法人に対して、
2 名が任命され、同じ専門性を有する監事が 2 名配属されている法人もある。 
データ出所)文部科学省「監事名簿」よりデータを入手した。  11
 















Ⅲ－ⅰ  データと推定方法 
本稿の分析で用いるデータは、85 の国立大学法人
18を対象として、2004 年から 2006 年の 3












                                                  
18 2006 年度時点で、86 の国立大学法人が存在するが、変数を作成する際に、富山大学のデータが部分的に
入手できなかったため、富山大学を除く 85 法人を分析対象とした。 
19 付属研究所などが多ければ、大学の教員に対する学生割合は小さくなる  12










添え字 i は、国立大学法人(85 大学)、t は 2004 から 2006 年の時点を表し、βは係数ベク
ターである。 
 
図表 4  使用変数の基本統計量 
平均 標準偏差 分散 最小 最大 標本数
運営費交付金収益/経常収益 0.5070 0.1338 0.0179 0.2539 0.8519 255
運営費交付金収益/（経常収益-付属病院収益） 0.6228 0.0788 0.0062 0.3143 0.8519 255
寄付金収益/経常収益 0.0178 0.0084 0.0001 0.0013 0.0416 255
受託研究・事業収益/経常収益 0.0393 0.0384 0.0015 0.0011 0.1691 255
人件費/業務費 0.6385 0.1239 0.0154 0.2732 0.8689 255
学生数/教員数 0.1003 0.0346 0.0012 0.0338 0.2538 255
研究経費/教員数 0.0242 0.0190 0.0004 0.005 0.1509 255
常勤理事構成比 0.8319 0.1421 0.0202 0.3333 1 255
常勤監事構成比 0.3353 0.2396 0.0574 0 1 255
学長裁量定員人件費の導入 0.7647 0.4250 0.1806 0 1 255
独立した内部監査組織の導入 0.7098 0.4547 0.2068 0 1 255
インセンティブ予算の導入 0.6471 0.4788 0.2293 0 1 255 
 















図表 5  使用データの出所 
データ 出所 利用年度 追記
経常収益 各年度の財務諸表（官報号外） 2004-2006 大学HPの独立行政法人等情報公開法第22条に規定
する情報のうち財務に関する情報と同じ
運営費交付金収益 各年度の財務諸表（官報号外） 2004-2006 同上
付属病院収益 各年度の財務諸表（官報号外） 2004-2006 同上
寄付金収益 各年度の財務諸表（官報号外） 2004-2006 同上
受託研究収益 各年度の財務諸表（官報号外） 2004-2006 同上
受託事業収益 各年度の財務諸表（官報号外） 2004-2006 同上
人件費 各年度の財務諸表（官報号外） 2004-2006 同上
業務費 各年度の財務諸表（官報号外） 2004-2006 同上
教育経費 各年度の財務諸表（官報号外） 2004-2006 同上





















































































































  図表 6 に、法人の改革推進状況(2004 年から 2007 年)が示されている。改革項目によって
は、2006 年や 2007 年の時点で全法人が達成したものもある。(たとえば、随意契約に係る情
報公開などを通じて契約の適正化を図っているかどうかは、2006 年で全法人が達成してい
る。 )また、 中期目標期間における人件費所要額を見通した人件費管理計画が策定されている



















それぞれ、政策が実施されている場合 1 をとり、実施されていない場合 0 をとるダミー変
数である。 
 
図表 6  国立大学法人改革推進状況 
2 0 0 42 0 0 52 0 0 62 0 0 7
指標 1 学長等の裁量の定員・人件費を設定している法人 71% 67% 77% 86%
指標 2 部局等の自己収入増加のインセンティブ付与に関して特
に予算配分に反映させている法人




68% 74% 79% 100%
指標 4 経営協議会において、法令で規定されている以下の審議
事項が審議されているか
　－ 　－ 91% 94%
指標 5 法人内における資源配分が適切かつ効果的に行われたか
どうかを検証する仕組みを整備している法人 　－ 54% 68% 99%
指標 6 資源配分に関して中間・事後評価を実施し、評価結果を
踏まえた配分見直しの検討を行ったか 　－ 　－ 68% 100%
指標 7 学外委員から法人運営に関する意見について法人内で検
討しているか 　－ 　－ 99% 100%
指標 8 学外委員からの法人運営に関する意見で具体的に改善し
た事柄はあるか 　－ 　－ 98% 100%
指標 9 中期目標期間における人件費所要額を見通した人件費管
理計画が策定されている法人 　－ 24% 72% 100%
指標 10 随意契約に係る情報公開等を通じて契約の適正化を図っ
ているか 　－ 100% 99%
指標 11 研究費不正使用防止のための体制、ルールを整備してい
るか 　－ 　－ 17% 76%
 
注)86 法人を対象としている。指標 4 の法令とは、 「国立大学法人法第条第 4 項」である。 
 








(3-1)学長裁量定員 ・ 人件費の導入は、 部局や教員に対して効率性のインセンティブを与え、
大学運営財務パフォーマンスを高める。 















Ⅲ－ⅳ  推定結果と評価 
図表 7 から図表 1 に、推定結果が示されている。それらの図表に共通して、推定［1］は、





























ーシップ(インセンティブ予算の導入)が、 交付金依存度に対して負に有意(5%)な結果を得た。  
つまり、第 1 の結果と同様、さらに理事会の大学運営に対する意思決定への影響が高いほ















































































第2に 、 理事会、 監事組織の意思決定への関与や学長リーダーシップ(独立した内部監査組
織の導入、インセンティブ予算の導入)が高まることで、「寄付金収益/経常収益」、「受託 22
研究・事業収益/経常収益」が高まることが示された。 
第3に 、 学長リーダーシップ(学長裁量定員、 人件費の導入、 独立した内部監査組織の導入、
インセンティブ予算の導入)が高まることで、「人件費/業務費」(人件比率)が低下すること
が示された(また、理事会や監事組織の効果は得られない)。 
第 4 に、学長リーダーシップ(独立した内部監査組織の導入)が高まることで、 「研究経費/
教員数」が高まることが示された。 
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図表 7  大学財務の健全性(安定性)に対する大学ガバナンスの効果の検証結果 
理事組織の意志決定力（常勤構成割合） -0.0222 -0.0029 0.0045 -0.0563 ** -0.0612 * -0.0849 *
( 0.375 ) ( 0.925 ) ( 0.915 ) ( 0.025 ) ( 0.056 ) ( 0.096 )
監事監査組織の意志決定力（常勤構成割合） -0.0630 *** -0.0865 *** -0.1124 *** -0.0444 ** -0.0493 * -0.0444
( 0.002 ) ( 0.001 ) ( 0.000 ) ( 0.026 ) ( 0.052 ) ( 0.195 )
学長リーダーシップ（学長裁量定員･人件費の導入） 0.0010 0.0025 0.0105 -0.0024 -0.0046 -0.0027
   ( 0.901 ) ( 0.777 ) ( 0.341 ) ( 0.763 ) ( 0.611 ) ( 0.835 )
学長リーダーシップ（独立した内部監査組織の導入） -0.0169 ** -0.0116 -0.0163 -0.0194 *** -0.0150 * -0.0179 *
   ( 0.017 ) ( 0.139 ) ( 0.101 ) ( 0.006 ) ( 0.066 ) ( 0.129 )
学長リーダーシップ（インセンティブ予算の導入） -0.0150 ** -0.0075 -0.0209 * -0.0154 ** -0.0105 -0.0111
   ( 0.025 ) ( 0.321 ) ( 0.051 ) ( 0.022 ) ( 0.179 ) ( 0.375 )
教員当りの学生数 -0.5194 *** -0.4101 ** -0.4980 ** -0.4578 *** -0.3490 * -0.4063
( 0.000 ) ( 0.012 ) ( 0.032 ) ( 0.001 ) ( 0.038 ) ( 0.137 )
自由度修正済み決定係数 0.870 0.875 0.900 0.624 0.638 0.636
1期ラグ変数 いいえ はい いいえ いいえ はい いいえ
2期ラグ変数 いいえ いいえ はい いいえ いいえ はい
推定期間
サンプル数 255 170 85 255 170 85
[２] [３] [１] [２] [３] [１]





図表 8  大学の成長性(発展性)、収益性に対する大学ガバナンスの効果の検証結果 
理事組織の意志決定力（常勤構成割合） 0.0092 *** 0.0095 ** 0.0120 * 0.0377 *** 0.0454 *** 0.0402
( 0.006 ) ( 0.024 ) ( 0.097 ) ( 0.001 ) ( 0.003 ) ( 0.115 )
監事監査組織の意志決定力（常勤構成割合） 0.0035 0.0030 0.0000 0.0402 *** 0.0433 *** 0.0508 ***
( 0.181 ) ( 0.368 ) ( 0.999 ) ( 0.000 ) ( 0.000 ) ( 0.004 )
学長リーダーシップ（学長裁量定員･人件費の導入） 0.0009 0.0009 0.0003 -0.0011 0.0004 -0.0028
   ( 0.390 ) ( 0.457 ) ( 0.858 ) ( 0.762 ) ( 0.924 ) ( 0.668 )
学長リーダーシップ（独立した内部監査組織の導入） -0.0001 -0.0009 0.0001 0.0067 ** 0.0079 ** 0.0072
   ( 0.884 ) ( 0.395 ) ( 0.936 ) ( 0.043 ) ( 0.042 ) ( 0.222 )
学長リーダーシップ（インセンティブ予算の導入） 0.0017 * 0.0022 ** 0.0014 0.0071 ** 0.0036 0.0049
   ( 0.055 ) ( 0.034 ) ( 0.422 ) ( 0.022 ) ( 0.337 ) ( 0.434 )
教員当りの学生数 -0.0537 *** -0.0483 ** -0.0531 -0.6547 *** -0.7371 *** -0.8477 ***
( 0.003 ) ( 0.028 ) ( 0.170 ) ( 0.000 ) ( 0.000 ) ( 0.000 )
自由度修正済み決定係数 0.414 0.425 0.354 0.655 0.684 0.664
1期ラグ変数 いいえ はい いいえ いいえ はい いいえ
2期ラグ変数 いいえ いいえ はい いいえ いいえ はい
推定期間
サンプル数 255 170 85 255 170 85
[３] [１] [２] [３]






図表 9  効率性に対する大学ガバナンスの効果の検証結果 
理事組織の意志決定力（常勤構成割合） -0.0056 0.0097 0.0093
( 0.826 ) ( 0.750 ) ( 0.821 )
監事監査組織の意志決定力（常勤構成割合） -0.0070 -0.0079 0.0065
( 0.730 ) ( 0.743 ) ( 0.814 )
学長リーダーシップ（学長裁量定員･人件費の導入） -0.0149 * -0.0156 * -0.0120
   ( 0.066 ) ( 0.071 ) ( 0.258 )
学長リーダーシップ（独立した内部監査組織の導入） -0.0234 *** -0.0253 *** -0.0169 *
   ( 0.001 ) ( 0.001 ) ( 0.077 )
学長リーダーシップ（インセンティブ予算の導入） -0.0197 *** -0.0159 ** 0.0006
   ( 0.004 ) ( 0.034 ) ( 0.952 )
教員当りの学生数 -0.0186 0.1390 0.3629
( 0.894 ) ( 0.385 ) ( 0.102 )
自由度修正済み決定係数 0.841 0.855 0.876
1期ラグ変数 いいえ はい いいえ
2期ラグ変数 いいえ いいえ はい
推定期間







図表 10  活動性に対する大学ガバナンスの効果の検証結果 
理事組織の意志決定力（常勤構成割合） 0.0094 0.0056 0.0001 -0.0005 -0.0002 -0.0002
( 0.142 ) ( 0.489 ) ( 0.996 ) ( 0.677 ) ( 0.919 ) ( 0.936 )
監事監査組織の意志決定力（常勤構成割合） 0.0038 0.0013 -0.0024 -0.0020 ** -0.0032 *** -0.0046 ***
( 0.458 ) ( 0.836 ) ( 0.779 ) ( 0.034 ) ( 0.007 ) ( 0.007 )
学長リーダーシップ（学長裁量定員･人件費の導入） 0.0027 0.0035 0.0055 * 0.0005 0.0006 0.0009
   ( 0.180 ) ( 0.126 ) ( 0.096 ) ( 0.179 ) ( 0.163 ) ( 0.155 )
学長リーダーシップ（独立した内部監査組織の導入） 0.0050 *** 0.0048 ** 0.0027 0.0004 0.0004 0.0004
   ( 0.006 ) ( 0.019 ) ( 0.365 ) ( 0.220 ) ( 0.260 ) ( 0.460 )
学長リーダーシップ（インセンティブ予算の導入） -0.0012 -0.0013 -0.0054 * -0.0002 -0.0002 -0.0009
   ( 0.467 ) ( 0.512 ) ( 0.090 ) ( 0.619 ) ( 0.565 ) ( 0.159 )
教員当りの学生数 0.1345 *** 0.1248 *** 0.1322 * 0.0604 *** 0.0619 *** 0.0607 ***
( 0.000 ) ( 0.003 ) ( 0.056 ) ( 0.000 ) ( 0.000 ) ( 0.000 )
自由度修正済み決定係数 0.554 0.553 0.522 0.494 0.503 0.448
1期ラグ変数 いいえ はい いいえ いいえ はい いいえ
2期ラグ変数 いいえ いいえ はい いいえ いいえ はい
推定期間
サンプル数 255 170 85 255 170 85
[１] [２] [３]
研究経費/教員数
2004-2006 2006-2006
[１] [２] [３]
2004-2006 2005-2006 2006-2006
教育経費/学生数
2005-2006
 
(注)***、**、*はそれぞれ有意水準 1％、5％、10％でゼロと統計的に有意に異なることを表す。全ての推定において、大学類型ダミーを導入しているが、その係数
推定値は報告していない。 